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要約

　本稿は，国際会計基準審議会（IASB）が2008年10月に公表した，「討議資料1財務諸表に関

する試案』（DP）およびそのなかのとくにキャッシュフロー計算書について検討したものである。

DPは，財務諸表の共通の表示目的として，1）連携性強化，2）情報の細分化および3）流動性・財

務弾力性の評価を掲げている。また，一組の財務諸表を提示している。DPのキャッシュフロー

計算書は，IASR　7（199のや原則10（鷺001）と比較して，1）5区分法の採用，の営業活動区分の拡

大，3）利息・配当収支の統一，4）現金同等物をキャッシュ概念から除外すること，および5）キャッ

シュフローから包括利益への調整表の作成などを提案して，これまでに生じた問題の解決をはかっ

ている。さらに，営業キャッシュフローに対して直接法を採択して，利用者は将来キャッシュフ

ローを効果的に予測することを可能とした。そこで，本稿では，会計マトリックスを用いて，

DPが主張する財務諸表の連携関係を総括的に明示する方法を提示した。

Abstract

　The　International　Accou．nting　Standards　Board（IASB＞published　a　Discussion　Paper

（DP）：Preliminary　Views　on　Financial　Statement　Presentation　in　October　2008．　The

purpose　of　this　paper　is　to　examine　the　characteristics　of　the　DP　and　statement　of　cash

flows　of　the　DP　in　particular．　DP　proposed　three　oblectives：1）portray　a　cohesive

fi脇ncial　picture　of　an　entity’s　activities，2）disaggregates　information　so　that　it　is　useful
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in　predicting　an　entity雪s　future　cash　flows，　and　3）helps　u．sers　assess　an　entity’s　liquidity

and　financial　flexibility，　as　a　common　oblective　of　financial　statement　presentation．　DP

also　presents　a　complete　set　of　financial　statements、　In　comparison　with　IASR7（1992）

and　IASB‘‘Reporting　Performance　Principles　10（2001アヲ，　the　revision　points　of　statement

of　cash　flow　in　DP　are　as　follows。　DP　presents　l）adoption　of　five㈱tegories　and

sections，2）expansion　of　operating　activities　section，3）unification　of　the　classi：fications

of　interest　received　and　paid　and　dividend　paid，4）exclusion　of　cash　equivalents　from　the

amount　of　cash，　and　5）preparation　of　a　reconciliation　schedule　that　reconciles　cash　flows

to　comprehensive　income、　Thus　DP　works　to　resolve　the　problems　occurring　so　far、

Furthermore，　financial　statement　users　could　forecast　effectively　future　cash　flows　by

which　DP　adopted　a　direct　method　in　operating㈱sh　flows。　Therefore，　by　using

accounting　matrix，　this　paper　shows　a　method　to　present　the　articulation　of　the

fi脇ncial　statements　in　DP。

禰．はUめに

　国際会計基準審議会（IASB）は，2001年10月に，国際会計基準委員会（IASC）の起草委員

会がイギリスの会計基準審議会（ASB）との共同で作成した報告書「業績の報告』，「原則書案：

認識利益費用の報告」（原則書・案）iを審議した。その原則書・案の原則10が「キャッシュフロー計

算書」（IAS　7）であり，原則10は直接法の採択および損益計算書との整合性をもつ区分表示な

どを提・案している2。その後，IASBは，2004年4月に，アメリカの財務会計基準審議会（FASB）

と合同で，国際財務報告基準（IFRS）とUSGAAPのコンバージェンスに向けて「財務諸表の表

示プロジェクト」を進め，2008年lo月に，「討議資料：財務諸表に関する試案』（Discussion

Paper，　DP）3を発表した。2001年の原則書案の審議はIASBとFASBの合同プロジェクトに受

け継がれて，その内容はDPで明らかにされている。　DPは，財務諸表全体にかかわるものであ

り，第2章「財務諸表表示の目的と原則」では，財務諸表の科目の分類と連携およびキャッシュ

概念からの現金同等物の除外について述べている。キャッシュフロー計算書についてはこれらの

ほかに，直接法の適用を主張している。

　そこで，本稿では，はじめに，DPが提案する財務諸表表示の目的および科目の分類の内容に

ついて明らかにする。つぎに，DPの内容を理解しやすくするため，会計マトリックスを作成し

て3つの財務諸表の関係を例証してみる。ついで，IASR7および原則10などと比較：し，　DPの

キャッシュフロー計算書の改訂点を明確にする。そのうえで特に重要な直接法の適用に関する諸

問題について検討してみる。
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2．財務諸表の表示囲的と科自の鈴類

（嘔）財務諸表表示の目的

　DPは財務諸表の表示に関してつぎの3つの目的を明示している。

1）企業実体は，財務諸表において企業活動の互いに連携関係の強い（cohesiveness）財務的状況

　　を示すように情報を示さなければならない（para。2．、5）。

2）企業実体は，財務諸表において区分された情報が，企業の将来のキャッシュフローの金額

　　時期および不確実性を評価するとき有用になるように，情報を細分化（disaggregation）す

　　ることが望ましい（pa，ra2。7）。

3）企業実体は，期日が到来したときに財務的義務を決済し，また事業機会が生じたときに投資

　　能力を評価（liquidity　and　financial　flexibility）できるように情報を提示しなければならな

　　し、（para。2．、12）○

　第1の目的は，「連携関係の強い財務諸表の表示」である。連携関係が強い財務的状況とは，

財務諸表の各科目間の関係が明確であり，1企業の財務諸表が互いに補完しあうことを意味する。

この目的は，現在の財務諸表における首尾一貫性のない財務状況の表示を改善することをねらい

とする。

　第2の目的は「情報の細分化」による情報の有用性の向上をねらいとする。財務諸表における

分類は，基本的に同種の経済的性質をもつ科目をグループ化し，その合計および小計を示し，基

本的に異なる性質をもつ科目を区劉し，細分化によって将来のキャッシュフローの金額時期お

よび不確実性の評価を改善する。

　第3の目的は「流動性および財務弾力性の評価」である。ここで，財務弾力性4とは，1）将来

の成長のための投資資金を用意する能力，および2）企業が予期しない事態に対応するため，キャッ

シュフローの金額および時期を変更して効果的な行動をとる能力をいう。キャッシュフロー計算

書は，他の財務諸表と関連させて用いれば，財務弾力性を予測するための情報を提供することに

役立つ。

（2）資麗・負債・勢門の鈴類：法

　DPは，第2の情報の細分化について次のように述べている。

1）価値を創造する企業の事業活動と事業活動の資金調達をする財務活動を別個に表示しなけれ

　　ばならない（para。2。19）。

　　①事業活動をさらに営業活動と投資活動に区別しなければならない。

　　②非所有者の資金調達源泉である財務を劉個に表示し，所有者の資金調達源泉と区別しなけ

　　　ればならない。

2）非継続的事業活動を継続的事業活動および資金調達活動とは二二しなければならない（para、
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　　2、20）。

3）財政状態表およびキャッシュフロー計算書において，その他の情報と区別して法人税を表示

　　しなければならない。包括利益計算書では，継続的事業活動から生じる法人税を別個に表示

　　しなければならない（para。2．、21）。

　表1「資産・負債および持分等の分類法一マネジメントアプローチーは，上記のDPの分類

法を要約して示したものである。DPは，区分および標題の細分化について次のように述べている。

　　企業実体は，企業実体内で用いられる資産あるいは負債が用いられている状況を最も正しく

　示すように，資産および負債を事業区分および財務区分に分類しなければならない。この討議

　資料はこの分類法をマネジメントアプローチという（para。2．27）。

　表1に示すように，DPはつぎの2つの基準に基づいて項目の分類を行っている。

1）項目を大区分，中区分および小区分に階層的に示す。大区分では企業活動を継続的活動と非

　　継続的活動に分け，中区分として継続的活動を事業活動と財務に分けて，小区分として事業

　　活動を営業と投資に分ける。このような分類は，主たる営業目的で資産・負債を利用してい

　　るか，あるいは営業活動とは関係のない投資目的で資産・負債を利用しているか，さらには

　　資金調達・運用を目的として資産・負債を利用しているかを経営者自身が判断することを要

　　請しているから，経営者の視点でこの事業活動と財務に分類することを，DPはマネジメン

　　トアプローチと呼んでいる。さらに，「財務」については，非所有者の資金調達源泉と所有

　　者の資金調達源泉とに分けて，前者を「財務」，後者を「持分」に区分表示している。

2）財政状態表，キャッシュフロー計算書および包括利益計算書にもこの分類法を適用する。例

　　えば，企業実体は，営業活動という区分における営業資産および負債に関連して，包括利益

　　計算書の収益・費用，利得・損失およびキャッシュフロー計算書の営業キャッシュフローお

　　よび財務の区分が設けられる。

　　　　　　　　　　　　　表噛　資産・負債および持分等の分類法

　　　　　　　　　　　　　　　・一マネジメントアプローチー

大区分 中区分 小区分

営　　業
事業活動

投　　資

継続的活動

財　　務

i非所有者）企
業
活
動

財　　務
持　　分

i所有者）

法人税 法人税
非継続的活動

非継続事業 非継続事業

注1法人税は事業活動と非継続的事業活動から生じるから，別個の区分で表示する。
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（3）財務諸表の表示区分

　表2「財務諸表の表示区分」は，この分類法を財政状態表，包括利益計算書＝およびキャッシュ

フロー計算書へ適用したものである。DPは以下の提案を行っている。

　　連携関係が強い財務諸表を表示するために，財政状態，包括利益およびキャッシュフローを

　示す財務諸表で表示される情報の主要項目，その名称および順序を統一しなければならない

　（para。2．、15）O

　DPは，財務諸表は主要な項目で強く関連させて表示することを要請している。すなわち，企

業実体は，財務諸表の主要項目の連携の強化を図り，資産および負債あるいはそれらの変動の影

響を各財務表の同じ区分で表示すれば，利用者が異なる財務諸表で関連する情報を識別すること

ができる。とくに，キャッシュフロー計算書と包括利益計算書はともに1期間における資産およ

び負債の変動を示す「フロー」計算書であるから，2つの計算書における大部分の項目は連携す

ることができる。

　表2に示すように，DPは，各財務表において，事業活動，財務，法人税非継続事業および

持分を別個に区分し，互いに連携関係を識別できるように表示している。アメリカの財務会計基

準書第95号（SFAS95）5は，損益計算書の表示区分および項目に基づいてキャッシュフロー計算

書を調整している。これとは逆に，原則10では，キャッシュフロー計算書の区分と項目は，損益

計算書の区分と配列に影響を与えていた。この方向性を引き継いで，DPは，財政状態表とキャッ

シュフロー計算書および包括利益計算書の3つの財務諸表の連携を提案している6。

　　　　　　　　　　　　　　　　表2　財務諸表の表示区鈴

財政状：態表 包括利益計算書 キャッシュフロー計算：書

事　業

E営業資産および負債

E投資資産および負債

事　業

E営業収益および費用

E投資収益および費用

事　業

E営業キャッシュフロー

E投資キャッシュフロー

継
続
的
事
業

財　務

E財務資産

E財務負債

財　務

E財務双益

E財務費用

財　務

E財務資産キャッシュフロー

E財務負債キャッシュフロー

法人所得税 継続的事業の法人所得税

i事業および財務活動）

法人所得税

非継続事業 非継続事業，税引後 非継続事業

㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜

掾@分

その他の包括利益，税引後㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜

㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜

掾@分

出所：IASB，DP，‘‘Prelimi膿ry　Views　on　Financial　Statement　Prese蹴atioバOctober　2008，p35，一部修正。
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3．会計マトリックス

G）会計マトリックス

　本節は，DPが提案する財務諸表の項目や科目の分類と連携関係を例証する。　DPの提案は，

一見すると理解しにくいため，会計マトリックスを作成することにより，その連携関係を明確に

してみる。そこで，巻末の資料1「期首および期末の貸借対照表」，2「損益計算書」および3

「その他の追加資料」を用いる。これは，IASR　7の付録資料のデータに基づいて作成したもの

である7。はじめに，表3「会計マトリックス」を作成する。これは，TA．リー8のマトリック

スを参考にして作成したものであり，上段に財政状態表，左側にキャッシュフロー計算書および

右側に包括利益計算書が示されている9。

　まず，財政状態表の区分は〈A）「事業活動」，（B＞「財務」，（C）「法人税」，（D＞「非継続事業」

および（E）「持分」であり，その下に資産・負債・純資産の各科目が示されている。最上行に期

首残高欄，最下行に期末残高欄を設け，その間の行に期中増減額が記入されている。表3のマト

リックスでは，財政状態表の資産・負債の分類法がキャッシュフロー計算書と包括利益計算書に

適用されていることが明白である。なお，現金欄は「財務」区分であり，キャッシュフロー計算

書情報を示している。また剰余金欄は「持分」区分で包括利益計算書情報を示している。マトリッ

クスによると，網掛で示しているように，財政状態表の各科目の金額が他の財務表の科目の金額

と連携している。

　IASBは，資産・負債法に基づいて，3つの主要な財務諸表が首尾一貫して財務諸表表：示目的

を果たす財務諸表体系の構築を目指している。会計マトリックスは，このようなIASBの財務

諸表の連携関係を明瞭に示している。

（2）DPの財務諸表

　表4「DPの財務諸表」は，表3の会計マトリックスから作成することができる。これらの財

務諸表は，表2の財務諸表の表示区分のように5区分され，各項目および各科目の連携関係は明

白である。

　・例えば，表4の財政状態表の2010年度末の正味営業資産3，790百万円は，包括利益計算：書の営

業利益3，290百万円およびキャッシュフロー計算書の営業活動による正味キャッシュ1，780百万

円に連携している。これにより，利用者は，営業利益と営業キャッシュフローとを比較して，

1，510百万円（3，290－1，780）の差異がどのような財政状態の変動の原因によって生じたかという

側面から，利益の質を評価できる。この点は，IASBが財務諸表の比較可能性の改善を原則10よ

りも高い水準で求めていることを示唆している。IASBは，これら3つの財務表は，同一の対象

を資産・負債，双益・費用およびキャッシュフローの側面から測定するものであるから，これら

の表示法は，首尾一貫していなければならないと主張している（para⊥6－1．13）。
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　実際多くの財務分析において，企業の収益性比率と流動性比率とは比較対応させて検討され

ている。例えば，それは，当座資産対流動負債比率（当座比率）と営業キャッシュフロー対流動負

債比率，売上高利益率と営業収入対営業キャッシュフロー比率，営業利益＋受取利息対支払利息

比率（インタレストカバレッジレシオ）と営業キャッシュフロー対利息支払額比率などである。

　伝統的貸借対照表は一定時点の財政状態，損益計算書は一会計期間の収益・費用，キャッシュ

フロー計算書は一会計期間のキャッシュフローの状況を説明するという役割を分担していた。し

かしながら，キャッシュフロー計算書と損益計算書の連携関係は不十分であったし，貸借対照表

と損益計算書およびキャッシュフロー計算書の連携はほとんどみられない。これに対して，DP

では，3つの財務諸表は，相互に連携し一体となって，キャッシュフローの金額時期および不

確実性の評価に役立つ情報を提供するという役割を果たしている。

4．IASR7と：の比較

　本節は，DPのキャッシュフロー計算書の提案の意義を明らかにしてみる。そのため，表4と

表5「キャッシュフロー計算書（IASR　7）」の国際会計基準改訂第7号（IASR　7）ioのキャッシュ

フロー計算書とを比較してみる。なお，DPの財務諸表の各科目は，　DPの付録AのTool社の

財務諸表の例示（A8）を参考に作成したものである。

（わ区：外の建義

　DPは，キャッシュフローを（A＞「事業活動」，（B＞「財務」，（C）「法人税」，（D＞「非継続事業」

および（E）「持分」に5区分している。これに対して，IASR7は，表5に示すように，キャッ

シュフローを営業，投資および財務活動に3区分している。原則10（A法）では，営業活動を事

業活動に読み替えた3区分表示を提案していた。以下では，これらの区分について，DPと

IASR7および原則10とを比較してみる。

1，，事業活動

　DPの「事業活動」区分はIASR　7では設けられていない。原則10ではじめて提案された区

分である。しかしながら，DPと原則10の定義は異なる。表6「表示区分の定義一DP，原則10

およびIASR7の比較一」は，表示区分の定義をDP，原則10およびIASR7について比較した

ものである。表6に示すように，事業活動は，原則10では「主たる収益稼得活動からのキャッ

シュフロー」という意味で用いられたのに対して，DPでは「財貨または用役の生産というよう

な価値の創造の意図をもって行われる活動」である。DPの定義は資産・負債法に基づいている

のに対して，IASR7および原則10は収益稼得を重視しているから収益・費用法に基づいている。

　DPの事業活動区分は以下の営業および投資活動区分が含まれる。
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表3　会計マトリックス

事業活動（A）
財務⑧

営業活動（の

財務資産 営業資産 営業負債

　　　　財政状態表科目

Lャッシュフ鶯一

v算書科目
現
金

売
掛
金

棚
卸
資
産

有固
@定
@資
T欝

減累Z
計
却
額

買
掛
金

未
払
利
息

リ債

P
ス
務

期　　　　　首 160 1250 2，loo 2，llo （1，06の （1，ggo） （loの o

30，650

売　上　収　入 30，150 （30，150）

影

（26，000）

24，950 （24，950）

影仕　入　支　出 （26β90） 26β90

従業員支出 ⑲1の
営影

（450）

900 （900）

業
活
動
（
繍
）

動影
@　リース債務支出 （90） go

その他営業活動前キャノンユ 2，460 500 （1，050） goo （450） 1，740 o （810）

影子会社X取得支出 （550） 100 100 650 （100）

事
業
活
動
（
A
）

固定資産取得支出 （35の 350
影子会社Y売却家人 2⑪0 （50） （150） （200） 100

設備売却収入 20 （80） 60

議　　小　　計 （680） 5⑪ （5⑪） 720 6⑪ ⑪ 0 ⑪

営業キャッシュ 1，780 550 （1，loo） 720 （390） 1，740 o （810）

有価。置去取得支出 （15）

婁
鑓
動
琶
（　　影

配　当　収　人 4⑪0

投資キャッシュ 385 o o o o o o o

事業キャッシュ 2，165 55⑪ （u⑪⑪） 720 （39⑪） 1，74⑪ 0 （81⑪）

長期借入収入 250

財　（@
　
旦
務

利　息　支　出 （27の

配　当　支　出 （1，2⑪0）

財務キャッシュ （1，22の o o o o o （13の o

法　（

l　c
ﾅ　）

法人税支出 ⑲oの

非継続事業・持分前山シュ （9⑪0） ⑪ ⑪ 0 ⑪ ⑪ 0 ⑪

非事（　非継続事業現金 480
継　D
ｱ業） 非継続事業キャノシュ 480 ⑪ ⑪ 0 ⑪ ⑪ 0 ⑪

持分前のキャッシュ（A＋B＋C＋D） 525 550 （1，loo） 1β20 （390） 1，740 （13の （810）

（　　株式発行詞人 250募ε
持分キャッシュ 250 o o o o o o o

為　替　換　算　調　整 （40）

当　　　期　　　増　　　減 735 550 （1，loo） 1β20 （390） 1，740 （13の （810）

期　　　　　末 895 1βO⑪ 1，0⑪⑪ 3」30 （1，45⑪） （25⑪） （230） （81⑪）

注．巻末の資料をもとに作成した。包括利益計算書の支払配当金は，利益処分項目てあり株主持分変動副算書に示されるか，会副マトリッ

　　クスてはすへての取引を示しているため，「財務」区分に含めている。包括利益は配当後利益を示す。
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（百万円）

事業活動（A）

投資活動（b）
財務（B） 法人税

iC）

非継続事業

@（D）
持分（E）

投資資産 財務負債

有　　　投有
ｿ　　　　　価
Z　　　　　　融

煤@　　資券

長借

@入
匤

未法

@人
･税

保
有
資
産

資　　　　剰

{　　　　余

焉@　　　金

財政状態表科目

@　　　　包括利益

@　　　計算書科目

0　　　2⑳o （u4の （1，00の 300 （1，45の　　（1β8の 期　　　　　首

（3⑪β5⑪） 売　　上　　高
ゆ 簿

26，0⑪⑪ 売　上　原　価
己

ゆ 簿

仕　　　　　　人
己

ゆ

簿　　910 給　　　　　　料

450 減価償却費‘営
ゆ 簿 業

活
‘
動
谷　ウ

B　　　　　o o o o
　簿
B　　（32gの その他営業項目前利益　　　　　　）

（200）

己

事
業
活
動
ε

ゆ 簿

100
己

ゆ 簿

⑪　　　　　⑪ （1⑪0） ⑪ ⑪ 0　　　　　⑪ 小　　計
‘

　夢
B　　　　　o （loの o o

　辱
B　　（32gの 営　業　利　益

15

　ゆ
T

簿　　（5） 有価融券評価益　鍵

（20） 2⑪ 投資有価融券評価損　活
・翼

ゆ　　500 簿　（500） 　　　　　　動持分法投資利益

（400） ⑤
　ウQ0　　　　80 o o o

　簿
O　　　（485） 投　資　利　益

2⑪　　　　8⑪ （1⑪0） ⑪ ⑪ 0　　（3，775） 事　業　利　益
（250）

40⑪ 支　払　利　息
ゆ 簿 （　財

U　務
1⑳⑪ 支払配当金

o　　　　　o （25の o o O　　　l，600 財務負債費用
（300） 30⑪ 法人税充当額

ゆ

900
簿 （　法

b　人）　税

⑪　　　　　⑪ 0 60⑪ ⑪ 0　　　　30⑪ 継続事業純利益
（300） （180） 非継続事業利得　＿事非

⑪　　　　　⑪ 0 ⑪ （3⑪⑪） 0　　　（18⑪） 非継続事業利得
D　継）業続

20　　　　80 （25の 600 （300） 0　　（2茄5） 当期純利益
（250）

o　　　　　o o o o （25の 小　　計

ε募

4⑪ 為　　替　　　差　　　損

20　　　　80 （35の 600 （300） （25の　　（2，015） 包　　　括　　　利　　　益

2⑪　　　228⑪ （1，490） （40⑪） ⑪ （1，7⑪0）　（3β95） 期　　　　　末
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表4　DPの財務諸表

　　（自万円）

4－2　包括利益計算書

12月3旧に終わる年度

2⑪1⑪ 2⑪⑪⑭

事　業

営　業

売掛金 1β00 1，250

棚卸資産 1，000 2，100

短期資産合計 2β00 3β50

有形固定資産 3，730 2，110

減価償却累計額 （1，450） （1，060）

長期資産合計 2，280 1，050

買掛金 （250） （1，990）

未払利息 （230） （100）

リース債務 （810）

短期負債合計 （1，290） （2，090）

正味営業資産 3，790 2β10

投　資

有価証券 20

投資有価証券 2，280 2，200

投資資産合計 2β00 2200

正味事業資産 6，090 4，510

財　務

財務資産

現　　金 895 160

財務資産合計 895 160

財務負債

長期借入金 （1，490） （U40）

長期負債合計 （1，490） （1，140）

財務負債合計 （1，490） （1，140）

正味財務負債 （595） （980）

非継続事業

保有資産 300

正味保有資産 300

法人税

未払法人税 （400） （1，000）

正味法人税資産（負債） （400） （1，000）

正味資産 5，095 2β30

持　分

資本金 （1，700） （1，450）

剰余金 （3β95） （1β80）

持分合計 5，095 2β30

事　業

　営　業

　　売上高

　　　　　　　　　　　　　　　収益合計

　　売上原価

　　　　　　　　　　　　　売1源価合計

　　　　　　　　　　　　　　売上総利益

　　販売費

　　　給料手当

　　　　　　　　　　　　　　販売費合計

　　一般管理費

　　　減価償却費

　　　　　　　　　　　　一般管理費合計

　　　　　　　　その他の営業項目前利益

　　　　　　　　　　　　　営業利益合計

　投　資

　　有価証券評価益

　　投資有価証券評価損

　　持分法による投資利益

　　　　　　　　　　　　　投資利益合計

　　　　　　　　　　　　　事業利益合計

財　務

　　支払利息

　　　　　　　　　　　財務負債費用合計

　　　　　　　　　　　　純財務費用合計

　　　　　　　　　法人税およびその他の

　　　　包括利益前の継続事業による利益

法人税

　　法人税

　　　　　　　　　継続事業による純利益

非継続事業

　　非継続事業利得

　　　　　　　　　非継続事業による利得

　　　　　　　　　　　　　　　　純利益

その他の包括利益（税引後）

　　為替差損

　　　　　　　　　その他の包括利益合計

　　　　　　　　　　　　　包括利益合計

）円万百（

に
度

日
年

31月
わ

轟
∠
匁
鴨

嗜
一
誰

⑪て⑪2

05603

　
）
0
（
U

5
（
U6
0

0
β
◎3
2

　
（

）00062（

0564

）019（

）019（

）054（

）054（

0923

0923

　
）5
0
0

　
2
0

　
〆
k
5 584

　
　
）

5
　

轟
）

ワ
ぎ
　

轟
）

ワ
身
　

4

　
　
（

3

）004（

）004（

5733

）003（

5703

081

081

5523

）04（

）04（

5123



財務諸表表示目的とキャッシュフロー計算書 13

4－3　キャッシュフロー計算書（DP）
（百万円）

　
　
入

　
　
収

　
　
の

　
　
坊

　
　
カ

　
業
客

業
　
顧

　
旧

事

商品の支出

　商品の仕入支出

販売活動の支出

　従業員の支出

顧客からの収入合計

商品の仕入支出合計

販売活動の支出合計

　　一般管理活動の支出

　　　リース債務支出

　　　　　　　　　一般管理活動の支出合計

　　　　　その他の営業活動前のキャッシュ

　　その他の営業活動によるキャッシュ

　　　了会社Xの取得支出

　　　有形固定資産の取得支出

　　　了会社Yの売却収入

　　　設備の売却による収入

　　　　　　　その他の営業活動による支出

　　　　　　営業活動による正味キャッシュ

　投　資

　　有価証券の取得支出

　　配当収入

　　　　　　投資活動による正味キャッシュ

　　　　　　事業活動による正味キャッシュ

財　務

　　長期借入れによる収入

　　　　　　財務資産によるキャッシュ合計

　　利息支出

　　配当支出

　　　　　　財務負債によるキャッシュ合計

　　　　　　財務活動による正味キャッシュ

　　　法人税および持分前のキャッシュの増減

法人税

　　法人税支出

　　　　非継続事業および持分前のキャッシュの増減

非継続的事業

　　非継続事業による収入

　　　　　非継続事業による正味キャッシュ

　　　　　　　　持分前のキャッシュの増減

持　分

　　株式発行による収入

　　　　　　　　持分による正味キャッシュ

　　　　　キャッシュに対する為替換算調整

　　　　　　　　　　　　キャッシュの増減

　　　　　　　　　　　　　期首キャッシュ

　　　　　　　　　　　　　期末キャッシュ

12月3毒臼面こ

終わる年度

2⑪10

30，150

30，150

（26，690）

（26，690）

（910）

（910）

（go）

（90）

2，460

（550）

（350）

200

　20

（680）

1，780

（15）

400

385

2，165

250

　250
（270）

（1200）

（1，470）

（1，220）

945

（900）

45

480

480

525

250

250
（40）

5
0

3
β
◎

ワ
ξ
噛
■

895

表5　キャッシュフロー計算書GASR7）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円）

　　　　　　　　（間接法）

営業活動

営業活動によるキャッシュ刀一

純利益
純利益から営業活動によるキャッシュフ臣への調整：

　　減価償却費

　　有価証券評価益

　　投資有価証券評価益（純額）

運転資本項目の増減

　　売掛金の増加額

　　棚卸資産の減少額

　　買掛金の減少額

　　未払利息の増加額

　　未払法人税の減少額

　　　　継続事業の営業活動による正味現金

　　　非継続事業の営業活動による正味現金

　　　　　　　　　営業活動による正味現金

投資活動

　有価証券の取得による支出

　子会社Xの取得による支出

　有形固定資産の取得による支出

　子会社Yの売却による収入

　設備の売却による収入

　　　　　　　　　投資活動による正味現金

財務活動

　長期借入れによる収入

　リース債務支出

　株式の発行による収入

　配当支出

　　　　　　　　　財務活動による正味現金

　　　　　　　　現金に対する為替換算調整

　　　　　　　　　　　　　正味現金の増加

　　　　　　　　　　　　　　　　期首現金

　　　　　　　　　　　　　　　　期末現金

　　　　　　　　（直接法）

営業活動によるキャッぬ刀一

　　顧客からの収入

　　商品の仕入支出

　　従業員の支出

　　利息支出

　　配当収入

　　法人税支出

　　　　継続事業の営業活動による正味現金

　　　非継続事業の営業活動による正味現金

　　　　　　　　　営業活動による正味現金

12月3旧に
終わる年度

盤01⑪

3，075

450
（5）

（80）

（500）

1ゆ50

（1，740）

　130
（600）

0
轟
）

0
0
◎
0
7
4

1
，

2，260

（15）

（550）

（350）

200

　20

（695）

　250
　（90）

　250
（1，200）

（790）

（40）

735

160

895

30」50

（26，690）

　（910）

　（270）

　400
　（goo）

（
U
O

O
◎
0
0

ワ
書
4

1
，

2，260
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表㊨　表示区分の定義　一DP，原則鱒およびIASR7の比較一

DP（2008） 原則10（2001） IASR7（1992）

経営者が，財貨または用役の 主たる収益稼得活動から得ら

事業活動
生産というような価値の創造

ﾌ意図をもって行う活動

れるキャッシュフロー
ipara。43A）

（para。2。31）

経営者が，企業実体が事業活 企業の主たる収益稼得活動を

営業（活動）
動を行うための中心的目的に

ﾖ係すると考える資産および

いい，投資または財務活動以

Oのその他の活動を含む
負債を含む（para。232） （pa凱6）

経営者が，企業実体が事業活 将来の利益およびキャッシュ 長期資産の取得・処分および

投資（活動）
動を行うための中心的目的に

ﾖ係がないと考える事業資産

フローを生み出すことを意図

ｷる支出額（para。44A）

現金同等物に含まれないその

ｼの投資の取得・処分を含む

および負債を含む（para233） （para6）

経営者が，企業実体の事業活 資本の提供者の企業に対する 企業の持分資本および借入の

動およびその他の活動の資金 将来のキャッシュフローに関 規模と構成に変動をもたらす

財務（活動）
調達の一部と考えている財務

綜Yおよび財務負債（IFRSs・

する請求権（para．45） 活動を含む（para。6）

USGAAPにおいて定義され
ているもの）を含む（para234）

IFRSsおよびUSGAAPに 一会計期間の企業実体および 営業活動に区分するかまたは

法　人　税
従って認識されたすべての当

冾ｨよび繰延法人税資産およ

子会社によって現金で支払わ

黷ｽ法人税の総額（para．46）

投資・財務活動のいずれかに

謨ｪする（para。35）

び負債を含む（para2．38）

IFRSsおよびUSGAAPに 一会計期間における非継続的

非継続事業
定義されている「非継続事業」

ﾉ関連するすべての資産およ

事業から生じるキャッシュフ

香spara47）
び負債を含む（para　2。37）

IFRSsおよびUSGAAPに 企業実体と所有者としての資

持　　　分 おける持分の定義を満足する 格における所有者との問の取

項日を含む（para。236） 引（glossary）

注ll原則10は，鎌田信夫「業績報告書としてのキャッシュ・フロー計算書　一IASB原則書案を中心として一」『産業

　　経済研究所紀要』（中部大学）第12号，2002年3月，pp。85－98．を参考にしている。なお，原則10の定義はA法に

　　基づいており，DPの「持分」区分は原則10では「資本取引」である。

注21DPでは，営業（活動）および投資（活動）は事業活動に含まれる。

ll）常業活動

　DPは，営業活動区分を「経営者が，企業実体が事業活動を行うための中心的目的に関係する

と考える資産および負債を含む」（para。2．、32）と定義している。この定義は，　IASR7が営業活

動とは「主たる収益自得活動」をいい，投資または財務活動以外のその他の活動を含むという定

義の方法とは異なる。他方でDPも同様に，「企業実体が資産または負債を営業，投資あるいは

財務活動に関係するものとして明確に分類できないときは，その資産および負債を営業活動に関
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連するものと仮定する」（para．2．35）としていて，営業活動概念を：不明瞭にした点はIASR　7と

変わらない。

②投資活動

　DPは，投資活動区分を「経営者が，企業実体が事業を遂行するための中心的目的に関係がな

いと考える事業資産および負債を含む」（para。2．33）と定義して，具体的には，売却可能金融資

産の売却双入・取得支出および配当収入等を含めている。これはIASR7の「長期資産の取得・

処分および現金同等物に含まれないその他の投資の取得・処分」という定義よりかなり限定され

ていて，それだけ明確である。

2．財　務

　DPは，標題を「財務」と変更したうえで，「経営者が企業の事業活動およびその他の活動の

資金調達の一部と考えている財務資産および財務負債（IFRSsおよびUSGAAPに定義されて

いる）を含む」（para。234）と定義し，通常，企業の非所有者の資金調達活動から生じる負債，

例えば，銀行借入金あるいは社債，利息収支および配当支出等を含めている。IASR7は，財務

活動を「企業の持分資本および借入の規模と構成に変動をもたらす活動」と定義しているから，

IASR7の財務活動から持分資本を除外している。

3，，奔継続事：業

　非継続事業区分は「IFRSsおよびUSGAAPに定義されている「非継続事業」に関連するす

べての資産および負債を含む」（para2．37）とされる。非継続事業のすべての資産および負債の

変動は，包括利益計算書およびキャッシュフロー計算書の非継続事業区分に表示することになる。

この点は原則10と同様である。IASR7は，表5に示すように，営業活動による正味現金の前に

表示していた。

4。法人税

　法人税区分は，「IFRSsおよびUSGAAPに従って認識されたすべての当期および繰延法人税

資産および負債を含む」（para．238）とされる。企業実体は，キャッシュフロー計算書の法人税

区分において，これらの資産および負債に関係するキャッシュフローを表示する。この点は原則

10と同様である。IASR7は，法人税は営業活動区分に表示するか，明確に結びつけられる場合

は投資活動または財務活動に区分表示すると定めていた。

5，，持　勢

　持分区分は，「IFRSsおよびUSGAAPにおける持分の定義を満足する項目を含む」（para2。

36）とされる。持分区分には株式発行収入，普通株式の取得支出および自己株式取得支出などの

項目が含まれる。これらの項目は，IASR7ではすべて財務活動に区分表示されていた。　DPで

は，これらの所有者の資金調達源泉を持分として表示し，非所有者の負債と区別している。この

点は原則10の「資本取引」の区分を引き継いでいる。
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（2）科目の区分表示

　表43はDPのキャッシュフロー計算書，表5はIASR7のキャッシュフロー計算書である。

これらを比較すると，DPの改訂点について次の3つを指摘することができる。

1，，常業収支の拡大

　DPは，　IASR7に比べて，営業収支項目の範囲を大幅に拡大している。　IASR7および原則10

では「有形固定資産の取得支出」および「関連会社に対する投資支出」などの項目は，投資活動

に含めている。DPでは営業活動に含まれる。リース債務支出もDPでは営業活動に含める。リー

ス債務支出は有形固定資産取得支出と同様に考えているためである。IASR7および原則10で

は財務活動に含めている。とくに，投資には金融商晶への短期投資から長期資産に対する投資な

ど様々なものがあり，投資の意味を一義的に定めることは難しい。DPは投資区分を，経営者が

主たる事業とは関係がないと考える項目と狭義にとらえている。これにより，営業活動区分には，

これまで投資に区分されていた多くの収支項目が含められることになった。DPの営業活動によ

る正味キャッシュが1，780百万円で，IASR7の営業活動による正味現金が2，260百万円で，480

百万円の差異が生じているのはこのためである。

2。利息収支・配当支出の改訂

　DPは，利息収支および配当支出をすべて「財務」に含める。　IASR　7はこれらの双支を営業，

投資あるいは財務のうちいずれか1つを選択することを認めていたが，DPはこれを改めた。借

入金収入および貸付金支出は「財務」に区分するから，これと連携している。これはキャッシュ

フローの比較可能性の観点からみて適切である。これらの変更は，利息収支を営業または投資活

動に区分することに対して，キャッシュフローの分類の首尾一貫性が欠如しているという問題を，

DPは解消することになった。

3。持鈴・葬継続事業・法人税の区外の新設

　DPは，株式発行収入および普通株式・自己株式の取得支出などの所有者の持分にかかわる取

引は，所有者の独自性を強調して，財務と区別して「持分」区分に含める。この区分法は，他の

負債と区別して表示することによって，企業の持分を強調するとともに，株主持分変動計算書と

首尾一貫させたところに特徴がある。また，非継続事業収支および法人税支出は他の活動と結び

付けることは難しいから，別個の標題に独立して区分表示している。

5．現金周干物

DPは，次のように現金と現金同等物を分離することを提案している。

1）現金同等物はその他の短期投資と同じように表示し分類しなければならない。企業実体は，

　有価証券を財政状態表の現金の一部として表示してはならない（para3。14）。
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2）企業実体のキャッシュフロー計算書は期首と期末の現金残高を連携しなければならない

　　（para3．71）O

　IASR　7は，キャッシュフロー計算書の資金概念として「現金および現金同等物」を用いている。

これはSFAS95およびわが国の作成基準も同様である。現金は「手元現金および要求払い預金」

であり，現金同等物は「短期の高度に流動性の高い投資で，①一定の現金に容易に転換できるも

の，および②価格変動のリスクがほとんど生じないもの」である。たとえば，わが国では，意見書

によると，定期預金，譲渡性預金，コマーシャルペーパー，売り戻し条件付現先，公社債投資信

託などがあげられている（注解注2）。

　しかしながら，何を現金同等物とするかについては，各国の金融制度の違いによって異なる。

例えば，現金同等物の満期日を3か月以内とするかどうかについて，SFAS95は明確に3か月以

内に限定している一方で，IASR7は3か月を越える短期的投資を認めている。また，イギリス

の財務報告基準書＝改訂第1号（FRSR1）IIは，資金概念を「現金」に限定し，現金同等物を「流

動資源の管理」という表題で区分表示している。DPは，イギリスのFRSR1の見解と同様に，

現金と現金同等物とを分離した。

（噸）キャッシュ概念から現金同等物の分離理由

　DPは，現金同等物を現金から分離することは，流動性および財務弾力性の評価目的に役立つ

（para3．17）と述べている。　DPが資金概念を現金に限定した理由は次のとおりである。

1）持分投資者，債権者およびその他の資金提供者は提供した現金に対する報酬と現金の返済を

　　受け取ることを期待して投資していて，企業はそれらの資金提供者に対して短期投資ではな

　　く現金を分配する。これは，従業員およびその他の仕入先に対する支払いについても同様で

　　ある（para3．17）。

2）現金同等物である短期的投資は迅速に現金に転換できるが，手元現金および要求払い預金の

　　すべての性質を必ずしももっていない（para。3。17）。

3）現金同等物を現金と区別して表示することは，マネジメントアプローチに首尾一貫している

　　（para3。18）。

（2）短期投資に関する問題

　キャッシュ概念から現金同等物を分離することにより，短期的投資の収入および支出を表示する場

合，総額で表示するか純額で表示するかが問題となる。IASBは，①現金および現金同等物の収支が

企業実体の活動というより，顧客の活動を反映している場合の顧客のための収入および支出，および

②回転が早く，金額が大きく，また満期日が短い（USGAAPでは3か月またはそれより短い期日を

明示している）項目に対する収入および支出，などの短期投資の純額表示を認めている（para3。73）。

　表7「短期投資の純額表示」は，DPが提案する短期投資の純額表示を具体的に例示したもの

である。IASBは，短期的投資項目のほとんどが②に識別されると言及しているから，表7の正
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　　　　　　　　　　　表7　短期投資の純額表示

収入有価証券の売却収入
　　　　3か月以内の短期投資の売却収入

　　　　MMF・中期国債ファンドの売却収入

125

30

25

（百万円）

180

　　　　支　出　預入期間が3か月以内の定期預金の支払　　　　　90

　　　　　　　　　預入期間が3か月以内の債券の支払　　　　　　　70　　　160

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　正味短期投資収入　　　　　　　　2⑪

味短期投資収入20百万円のように純額表示すればよい。IASBは，表7に示すように要約表示すれ

ば，これらの現金収入・支出の表示項目の増加を限定することができると述べている（para、3。74）。

6．調整表の作成

　DPは，直接法を採択するとともに，キャッシュフローから包括利益への調整表の作成を要求

している。これに対して，IASR　7およびわが国の作成基準は，直接法を用いてキャッシュフロー

計算書を作成したとき，調整表の作成を求めていない。一一方で，SFAS95およびFRSR1は調整

表の作成を義務づけている。このように調整表の作成について各国の合意は得られていない。し

たがって，DPはSFAS95とFRSRIに向けた改訂が行われている。

　DPは「企業実体は，キャッシュフローを包括利益に調整し，包括利益を以下の要素に分割す

る明細表を，財務諸表の注記で表示しなければならない」（para。4。19）として，表8「キャッシュ

フローから包括利益への調整表」に示すように4つ（B・C・D・E）に分割することを求めてい

る。なお，表8のC，DおよびEの発生項目の定義および具体的な科目の・例示は，表9「調整

項目の説明と取引・例」のとおりである（para　445）12。

　表10「調整表」は，DPの付録の例示を参照して，会計マトリックスから作成した調整表であ

る。これにはDPが提案する7列の調整表の標題，区分および各列の調整内容が示されている。

ここで，DPの調整表とIASR7の調整表（表5の営業活動区分）とを比較すると，両者の主な

相違点は次のとおりである。

　　　　　　　　　　　表白　キャッシュフローから包括利益への調整表

資産および負債の変動，所有者の取引以外

再測定以外　　　　　　　　　再測定

現金項欝 発生聯弾

A B C D 薩 F G

キャッシュ

tロー計算書

@の項目

キャッシュ

@ツ縢一

発生項目

z　　分

ｻの他

経常的公正
ｿ値の変動／

]価の修正
その他

　包括利益
iB＋C＋D＋E）

包括利益

v算書
ﾌ項U
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表9　調整項目の説明と取引例

説　　　明 取　引　例

B 所有者との取引以外の現金収支 ・顧客からの収入・商品の仕入支出・従業員への支出

1．発生期u
・売掛金および買掛金の発生・棚卸資産の購入および製造

E現金収支を伴う売掛金や買掛金の減少

C

再な
y
学
生
轄

2．規則的配分項目 ・減価償却，償却，増価，減耗

3．その他 ・長期資産の購入または処分

D
解す
ｪる
u発
ﾉ生
N項
�ﾚ

経常的な公正価値の変動・
]価額修正（注）

・売買日的有価証券またはデリバティブの価額の変動

E「公正価値オプシ鷺ン」の選択を利用した場合の金融資産ま

ｽは金融負債の公正価値の変動
EIAS16で認められている有形固定資産の再評価による利得ま

ｽは損失
E持分法による投資損益

E その他
・営業権および棚卸資産の減損・外貨換算調整および売却目的資産の利得または損失

（注）FASBによるときは，資産および負債を期末に公正価値から公正価値へ再測定し，　IASBによるときは，現在価値から
　現在価値へ再測定する。

1）表10の調整表は，キャッシュフロー計算書の各科目から始めて，C，　DおよびEの項目を調

　整し包括利益欄の金額を示しているB。また，表10の調整表は，事業活動，財務，法人税お

　よび非継続事業ごとに，再測定によらない差額と再測定によるものとを区劉している。例え

　ば，売上総利益に対する正味キャッシュ3，460百万円と売上総利益4，650百万円との差異は，

　再測定によらない発生・配分その他の項目（C列）1，190百万円である。その内訳は，キャッ

　　シュフロー項目と損益項目とが同一の行で対比されて，C列に売掛金の増加500百万円，買

　掛金と棚卸資産の減少による690百万円が示されている。最下行では，持分前のキャッシュ

　の変動525百万円と当期純利益3，255百万円との差異は，再測定によらない発生・配分その他

　の項目（C列）2，945百万円と再測定による公正価値の評価修正額（D列）（15）百万円とその

　他（E列）（200）百万円であることが示される。再測定による公正価値変動の評価額の項目

　はキャッシュフローと直接関係のない項目であるから，利用者は，再測定によらない発生・

　配分項目とこれを区別して利益の質を評価できる。また，営業利益，投資利益，事業利益，

　当期純利益および包括利益の各段階でキャッシュフローとの差異を詳細に検討することもで

　きる。このように，表10の調整表は，　キャッシュフロー計算書と包括利益計算書との連携

　関係が強化されている。これに対して，IASR　7の調整表は，損益計算書の当期純利益から

　始めて，a）非現金費用項目，　b）運転資本の増減項目および。）その他の資産・負債の増減項

　　目を加減算して正味営業キャッシュフローを示している。IASR　7は営業キャッシュフロー

　と純利益の純額を調整しているだけである。

2）表：10の調整表は，減価償却費および償却費のような配分項目（450）百万円を費用の加算科目

　として表示している。一般の人々にとって，双益と費用の関係はなじみのあるものであるか

　　ら，表10の調整表は，それらの関係を明示しており，利用者が将来キャッシュフローまたは
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表lo　調整表
（百万円）

A B C D E F G
資産および負債の変動， 所有者との取引以外

包括利益計算書
再測定以外 再測定

キャッシュフ灘一計算書の標題
キャッシュ

t鶯一

発生項圏

z分項目

ｻの他

経常的
�ｳ価値
ﾌ変動／
]価修正

その他
包括利益

iB＋C＋D＋置）
包括利益計算書の標題

事　業 事　業

営　業 営　業

顧客からの収入 30，150 500 30β50 売肚高
商品の仕入支出 （26β90） 690 （26，000） 売上原価

3，46⑪ 1，lgo 4β50 売上総利益

販売活動の支出 販売費
従業員の支出 （910） （910） 給　料

販売活動の支出合計 （910） （910） 販売費合計

一般管理活動の支出 一般管理費

（450） （450） 減価償却費

リース債務支出 （90） 90

一般管理活動の支出合計 （9⑪） （360） （450） 一般管理費合計

その他の営業活動前のキャッシュ 鼠46⑪ 830 3290 その他の営業項目前利益

その他の営業活動によるキャッシュ その他の営業利益

子会社Xの取得支出 （550） 550

有形固定資産の取得支出 （350） 350

子会社Yの売却収入 200 （200）

設備の売却による収入 20 （20）

その他の営業活動による収入 （680） 680 その他の営業利益合計

営業活動による正味ヰヤッシュ 駕7呂⑪ 獅璽⑪ 3ρ轡⑪ 営業利益合計

投　資 投　資

有価証券の取得支出 （15） 15

5 5 有価証券評価益
（20） （20） 投資有価証券評価損

配当収入 400 100 500 持分法による投資利益

投資活動による正味智ッぬ 3呂轟 怖 （紛 抑⑪ 4％ 投資利益合計

事業活動による正味キャッぬ 2，輸騒 獅2騒 G5） 1⑪⑪ 3，77騒 事業利益合計

財　務 財　務

長期借人れによる収入 250 （250）

利息支出 （270） （130） （400） 支払利息

配当支出 （1，200） 1200
財務負債によるキャッぬ合計 （駕黛2⑪） 呂2⑪ （4⑪⑪） 財務負債費用合計

財務活動による正味キャッシュ G烈① 麗⑪ （⑳⑪） 純財務費用合計

法人税および持分前の 945 2β45 （15） loo 3β75 法人税およびその他の包括

継続事業によるキャッシュの変動 利益前継続事業利益

法人税 法人税

法人税支出 （900） 600 （300） 法人税充当額

非継続事業および持分前の 45 2，945 （15） 100 3，075 継続事業の純利益

キャッシュの増減

非継続事業 非継続事業

非継続事業による収入 480 （300） 180 非継続事業による利得

非継続事業による正味魯ッぬ 4欝⑪ （3⑪⑪） 嘔欝⑪ 非継続事業による純利得

持分前の朴ッぬの変動 難％ 窯勲葡 （15） （窯⑪⑪） 3潔5難 当期純利益
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　収益性を予測することを改善することに役立つ14。これに対して，IASR　7の調整方法は，

　利益からキャッシュフローへ調整する過程を要約するものであるから，一般の人々にとって

　理解しにくい。

3）表10の調整表のようにキャッシュフローと損益の連携を詳細に示すことは，多くの手数を必

　要とする。これに対して，IASR　7の調整表は，当期純利益と正味営業キャッシュフローの

　差異の項目は要約されているから，作成者にとってそれほど手数を要しない。

7．直：接法の採択

（嘔）直接法の採択

　DPは，営業キャッシュフローの表示法として，「細分化目的を達成するために，企業実体は，

営業キャッシュフローを含むすべてのキャッシュフローを直接的に表示しなければならない」

（para3．75）と述べ，直接法だけを認めている。これに対して，　IASR7は，直接法と間接法の

選択適用を認めている。SFAS95，　FRSRIおよびわが国の作成基準も同様である。しかしなが

ら，オーストラリアのAASB会計基準改訂第1026号（AASBRIO26）i5およびニュージーランドの

財務報告基準第10号（FRS－10）i6では，直接法だけを要請している。　DPは，営業キャッシュフロー

の表示法について，オーストラリアのAASBRIO26およびニュージーランドのFRS－10の見解

と同様に，直接法だけを採用した。

　DPは直接法だけを認めた理由として次の3つをあげている（para3．78）。

1）企業実体が直接法を用いて表示する営業現金双支は，強い連携関係を示すことに役立つ。す

　　なわち，利用者が営業資産・負債および営業収益・費用に関する情報を，営業現金収支に結

　　びつけることに合致している。

2）営業キャッシュフローに関する情報は，企業実体の将来の営業キャッシュフローの金額，時

　　期および不確実性を評価する場合に大きな助けとなるから，詳細な細分化目的を達成するこ

　　とに役立っ。

3）営業キャッシュフローに関する情報は，企業実体が負債を支払い，営業活動に再投資し，所

　　有者に対して分配するための能力を評価するとき有用である。したがって，直接法で営業キャッ

　　シュフローを表示することは，流動性と財務弾力性目的と合致する情報を提供する。

　第1の点は，直接法は，連携性の強化目的と首尾一貫して，3つの財務諸表間の整合性をもつ

ことである。企業活動の同一の会計事象は，会計マトリックスが示すように，財政状態表の資産・

負債の分類に基づいて，それと同じ基準でキャッシュフロー計算書のキャッシュフローと包括利

益計算書の収益・費用が測定される。これにより，キャッシュフローと損益との連携はより明確

になる。例えば，売上高と売上収入，売上原価と仕入支出などを比較して，営業取引を評価でき



22 東海学園大学研究紀要　第15遜

るし，営業キャッシュフローと営業活動による利益を比較して，伝統的な利益の質を評価するこ

ともできる。

　第2の点は，営業キャッシュフローを細分化することは，会社の現金管理の状況が明らかにな

るから，将来キャッシュフローの予測情報として有用性をもつことである。直接法が利用可能で

あれば，より多くの利用者は，過去のキャッシュフローから直接的に将来のキャッシュフローを

予測すると考えられるi7。

　第3の点は，直接法は営業現金収入と支出の対応関係を示すことにより，企業のキャッシュフ

ローの源泉と使途に関する情報を提供できるから，利用者が企業の現金創出能力を評価すること

ができることを示したものである。

（2）間接法の問題点

　一方で，DPは，間接法の利点をつぎのように指摘している。

1）間接法の利点は純損益を正味営業キャッシュフローに調整することであり，多くの利用者は

　　調整情報を求めてきた（para3．79）。

2）一部の利用者は，間接法は，経常的な営業活動から生じた利益，財政状態表の一部の主要項

　　目の変動と正味営業キャッシュフローとの関係を明らかにすると述べている。また，減価償

　　却費などの非現金営業費用を明瞭に表示すると指摘している（para．3．79）。

3）企業実体は間接法をよく知っていたし，企業実体の会計システムから容易に利用できる情報

　　を用いて作成できる（para．3．81）。

　DPは，上記の理由により，間接法の調整情報に利用者が関心をもっていることを示唆してい

る。しかしながら，間接法の重大な欠陥は，営業双入および営業支出を別個に表示することなく，

正味営業キャッシュフローを計算していることをあげている（para3。77）。その結果得られるも

のは，損益計算書がその期間の株主持分の変動で始まり，損益あるいは純利益に影響を与えない

持分の変動，例えば，配当支払，株式発行あるいは自己株式の取得などを戻し加える方法と同じ

であると述べている。この形式の間接損益計算書は，投資者，与信者およびその他の債権者の意

思決定に役立つ収益・費用の金額を提供しないからである。

　さらには，間接法による利益とキャッシュフローの調整過程は理由別に分類されていないし，

その項目数もきわめて多いから，間接法は一般の利用者にとって理解しにくいこともある。2006

年度のわが国のキャッシュフロー計算書の営業キャッシュフローの記載項目は，最大で38項目，最

小で13項目であり，平均で21項目もあるi8。また，調整理由別に分類されていないことも多い19。

　DPによると，この調整情報は営業キャッシュフロー情報の代替物にはならないから，利用者

は両方の形式の情報を必要としていると述べている。利用者のニーズに応えるために，1）営業キャッ

シュフロー情報を提示するため直接法を用いること，2）包括利益を明細表で細分化し，キャッシュ

フロー計算書の主要項目を包括利益の主要項目と調整することを提案している（para。3。80）。
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（3）営業キャッシュフロー情報の収集

　DPは，営業キャッシュフロー情報の収集に関する問題について次の点を指摘している。

1）企業実体は，会計システムにおいて，総額の営業現金収入および現金支出に関する資料を収

　　集していないし，会計システムを総額による双支を収集するために修正することは多くの費

　　用がかかる（para。3。81）。

2）キャッシュフロー計算書の項目を包括利益に並列させるためには，多くの報告システムで提

　　供されているより多くの項目が必要である。例えば，少なくとも仕入先および従業員に対す

　　る現金支出という項目が必要となる（para3。82）。

　DPは，第1の点について，営業キャッシュフローの表示法として直接法を用いる場合，　IFRS

およびUSGAAPは，得意先からの現金双入または仕入先・従業員に対する現金支出について，

2つ以上の項目の表示を要求することはないし，間接直接法（lndirecレDirect　Method）を適用

すれば実行可能であると述べている（para．3．82）。グローバルにみると，オーストラリアでは，

間接直接法は1985年以降から適用されていて，企業は20年以上の実務的経験をもっている20。第

2の点について，DPは，直接法による営業キャッシュフローの表示に移行するコストのほとん

どは，直接，情報を集めたり，間接的に情報を計算するために会計情報を変更するための一回限

りのコストあるいは一日寺的コストであると主張している（para．3．83）。

8、むすび

　本稿は，DPの財務諸表，とくにキャッシュフロー計算書について検討した。　DPは，キャッシュ

フロー計算書，財政状態表および包括利益計算書の間に強い連携関係を保持する，首尾一貫した

一組の財務諸表体系の構築を目指している。その主な点は以下のように要約できる。

　1．財政状態表の事業活動，財務，法人税，非継続事業および持分の5区分の各科目は，キャッ

　　シュフロー計算書と包括利益計算書との間で連携している。これにより，財政状態表の期首

　　と期末の変動は，キャッシュフローと損益の両面で説明できる。本稿で提案した会計マトリッ

　　クスは，資産・負債法に基づく財務諸表表示の連携関係を明確にしたものである。

　2．DPは，キャッシュフロー計算書の分類法として5区分法を採用した。これに伴い，1）営

　　業活動収支の拡大，2）利息・配当収支の財務への統一および3）持分，非継続事業および法

　　人税を独立して示す項目とした。

　3。DPは，情報の細分化および流動性・財務弾力性の評価という観点から，財政状態表にお

　　いて，短期的投資の性質をもつ現金同等物を現金から分離した。これにより，財政状態表と

　　キャッシュフロー計算書の期首と期末のキャッシュ残高は連携することになった。また，短

　　期投資の変動額を明示し，純額表示することになった。
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　4．DPは，営業キャッシュフローの表示法として直接法だけを定め，間接法を認めていない。

　　その理由は，1）直接法は，営業キャッシュフローを営業資産・負債および営業収益・費用と

　　結びつけることに役立つ，2）営業キャッシュフローに細分化することは，利用者にとって過

　　去のキャッシュフローを理解すると同時に，将来キャッシュフローの予測に役立つ，3）営業

　　キャッシュフローに関する情報は，営業活動による現金創出能力の評価に役立つからである。

　　これらの点は，これまでわが国の論者がすでに指摘してきたところであり，DPの主張と一

　　致している。

　5、DPに対するコメントレターによると，オーストラリア会計基準審議会（AASB）とニュー

　　ジーランド会計士協会（NICA）は直接法を支持している。しかしながら，両者は，　DPが

　　提案する水準の主要項目の細分化を国内では要請していない。企業にとってかなりのコスト

　　がかかると主張している。

　6．DPは，間接法に対する利用者のニーズを考慮して，キャッシュフローから包括利益への

　　調整表の作成を求めている。この調整表は間接法と同等の情報を提供している。しかしなが

　　ら，DPの調整表における項目の細分化にはかなりのコストがかかるという批判が多い。

　これまでの伝統的間接法キャッシュフロー計算書は，利益とキャッシュフローの調整表であり，

損益計算書を補完するものであった。これは，利益の測定法として収益・費用法に基づいていた

からである。これに対して，DPは，利益の測定法として資産・負債法も導入して財務諸表表示

モデルを構築している。キャッシュフロー計算書では，直接的にキャッシュフローを表示し，企

業の売上高，賃金給料，配当，法人税および包括利益などを検証する必要性を提唱している。

DPのキャッシュフロー計算書は，損益計算書と連携して，利用者が効果的に将来キャッシュフ

ローを予測することが可能となった。

1　1ASC　Steering　Committee　on　Reporting　Finan．cial　Performance，一D置α！む8オα加㎜ε鷹。ゾP痒㍑c置p♂ε8

　　R¢ρo漉πgRεcog競8α／．肋co瀦εα認Eκ：ρε鷺。¢October　2001．

2原則10のキャッシュフロー計算書の内容について論述したものに下記の文献がある。

　鎌田信夫「業績報告書としてのキャッシュ・フロー計算書　一IASB原則書案を中心として一」『産業経

　　済研究所紀要』（中部大学）第12号，2002年3月，pp。85－98．

3　1ASB，一Dp，‘話Prelimin．ary　Views　on　Fin．an．eial　Statement　Presentation，勢October　2008．

4FASB，8幽C5，　Recog簸itio簸and　Measureme簸t　i簸Fi簸ancial　Stateme簸ts　of　Business　Enterprises，

　　1984，para24，　footnote　13．

5　FASB，8況4895，‘｛Statement　of　Cash　Flows，野November　1987，　para。90。

6鎌田「前掲書」p。87．このことは，キャッシュフロー計算書の区分法が損益計算書に影響を与えたとい

　う鎌田氏の予見を証拠づけるものである。
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7　この資料のデータは，煉則10との比較を考慮して，下記の資料で利用されているものと同じである。な

　　お，本稿では，非継続事業区分の保有資産項日を追加している。

　　鎌田「前掲書」pp．91．92。

8：Lee。T。A。Cα8ん、Fど。ωノkcco鵬翻8～V侃No8磁鷺d況ε論緬矧UK）．：Ltd．，1984．（鎌田信夫・武田安弘・

　　　大雄令旨共訳「現金収支会計　売却時価会計との統合　』創成社，1989）

9佐藤氏は，資金計算書を含む財務諸表の関係を一覧表示するものとして，「資金運動一覧表」を提示し

　　ている。また，3つの財務諸表の相互関係を「連携確認表」により説明している。これらの詳細につい

　　ては，下記の文献を参照のこと。

　　佐藤倫正「資金会計論』白桃書房，2002，pp。123－143．

10　1ASC，五48πrε翻8掘199勿，‘℃ash　Flow　StatementsノタDecember　1992．

n　ASB，朋81虞ωどs掘199の，‘℃ash　Flow　Statements，”October　1996．

12C区分の発生項目の調整は，ピックスによる会計の分類が参考となる。これについては下記の文献に詳

　　しい。

　　小西範幸『キャッシュフロー会計の枠組み　一包括的業績報告システムの構築一』岡山大学経済学研究

　　　叢書第31冊，2004年，pp。75－77。

i3下記の文献は，営業キャッシュフローから純利益へ調整する方法を提案している。

　　佐藤倫正「財務情報の信頼性と利質分析一資金法による利益の再計算」友杉芳正，田中弘，佐藤倫正

　　　「財務情報の信頼性』第V部門1章，税務経理協会，平成20年，pp215223．

　　：LeeT．A．　qρ．　c誌、，

　　Paul，　Miller　B．W．，a簸d　Paul　R．Bah盤on，砧Fast　Track　to　Direct　Cash　Flow　Reporting，タ’8かα孟εglc

　　　F論侃。ε，vol。83，　No，8，　February　2002，　pp。5L57。

　　OWhitfield　Broome，‘‘Statement　of　Cash　Flows：Time　for　Changd，野F論鶴。認A鷺⑳sお

　　　」侃糀α1，Mareh／April　2004，　pp．1622．

14：Leslie　Hodder，　Patrick　Ehopli聡a簸d　David　A　Woods，‘The　Effects　of　Fin頒cial　Statement　and

　　　IRformational　Complexity　o鷺Analysis’Cash　Flow　Forecasts，’ラ71ゐe　Acco麗鷹薦g況ω診eω83，

　　　4（July　2008）：915－950．

15　AASB，　AA8BR1026，‘≦Statemen．t　of　Cash　Flows”，　October　l997．

16NZSA，　ER8－10，‘‘Statement　of　Cash　Flows　Revised”，　March　1992．

17鎌田信夫『［新版第2版］キャッシュフロー会計の原理』税務経理協会，平成18年，pユ30．

i8　日本公認会計士協会編「決算開示トレンド　平成19年版』中央経済社，2007年，　p。433．

19　遠藤秀紀「キャッシュフロー計算書の再検討　一直接法の適用に向けて一」「東海学園大学研究紀要』

　　　第14号（シリーズA）2009年3月，pp23－41．

2⑪鎌i田信夫編「現金収支情報の開示制度』税務経理協会，平成9年，pp．12H22．
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1期首および期末貸借対照表
（肖万円）

艶　損益計算書

壌2月3旧に終わる年度

2010 2009

資　産

非流動資産

有形固定資産 3，730 2，110

減価償却累計額 （1，450） （1，060）

投資有価証券 2280 2，200

非流動資産合計 4，560 3，250

流動資産

現　　金 895 160

売掛金 1，800 1250

棚卸資産 1，000 2，100

有価証券 20

その他保有資産 300

流動資産合計 3，715 3，810

資産合計 ＆275 7，060

株主持分・負債

株主持分・剰余金

資本金 1，700 1，450

剰余金 3β95 1β80

株主持分合計 5，095 2，830

非流動負債

長期借入金 1，490 1，140

リース債務 810

非流動負債合計 2β00 1，140

流動負債

買掛金 250 1，990

未払利息 230 100

未払法人税 400 1，000

流動負債合計 880 3，090

負債合計 3」80 4，230

株主持分・負債合計 ＆275 7ゆ60

売上高
売上原価

　　　　　　　　　　売上総利益

　給　　料

　減価償却費

　有価証券評価益

　持分法による投資利益

　支払利息

　投資有価証券評価損

　為替差損

　継続事業による税引前当期純利益

　法人税
　　　継続事業による当期純利益

　非継続事業による利得

　　　　　　　　　　当期純利益

　（百万円）

12月訓日に
終わる年度

　2010

30β50

26ゆ00

　4β50

　（910）

　（450）

　　　5

　　500

　（400）

　　（20）

　　（40）

　3β35

　（300）

　3，035

　　180

　3，215

（注）貸借対照表および損益計算書の科目の配列法は，

　IASR1に準拠している。
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3　その他の追加資料

（百万円）

1。子会社Xの株式を590で取得した。子会社Xの資産および負債の公正価額は以下に示すとおりである。

有形固定資産
棚　卸　資　産
売　　　掛　　　金

現　　　　　　　金

650

100

100

40

買　　　掛　　　金　　　　　loo

長期借入金　　 200

2。子会社Yの株式を300で売却した。子会社Yの資産および：負債の公正価額は以下に示すとおりである。

有形固定資産
棚　卸　資　産
売　　掛　　　金

現　　　　　　　金

200

150

50

100

買　　　掛　　　金

長　期　借人金

100

100

3。子会社Yの事業（非継続事業）の売却による収入は480であった。

4．株式の発行により250，長期借入金により250を調達した。

5．配当支払額は，1，200であった。

6．当期に，リース債務によって得た900を含む原価合計1250の有形固定資産を取得した。

　このため，現金350を支出した。

7．取得原価80，減価償却累計額60の工場を20で売却した。

8．為替換算差損は外貨換算のために生じた。

9．売買目的有価証券15を現金で購入した。


